
容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）の概要

この法律は、家庭から一般廃棄物として排出される容器包装廃棄物のリサイクルシステムを確立するため、「消費者が分別排出」し、「市町村が分別収集」し、「事業者が再商品化（リサイク  
ル）」するという各々の役割分担を規定するものであり、一般廃棄物の減量及び再生資源の利用を図ることを目的としている。

【平成9年4月施行】

《容器包装》
①「鋼製容器包装（スチール缶）」②「アルミ製容器包装（アルミ缶）」③「段ボール製容器包装」④「飲料用紙パック」⑤「ガラス製容器包装（ガラスびん）」⑥  
「PETボトル」⑦「紙製容器包装」⑧「プラスチック製容器包装」の８種類。このうち、特定事業者が再商品化の義務を負うのは次の4種類

《役割分担》

ガラス製容器包装
（無色・茶色・その他）

PETボトル 紙製容器包装 プラスチック製容器包装
（白色トレイ含む）

【再商品化の例】  
ガラスびん・舗装  
用骨材等

【再商品化の例】  
繊維・たまごパッ  
ク・結束バンド等

【再商品化の例】  
再生紙・固形燃  
料・建築ボード等

【再商品化の例】  
パレット・熱分解  
油・高炉還元剤・  
コークス炉化学原  
料等

分別収集促進計画

容器包装リサイクル法第9条第1項に基づく法定計画
（３年に１回見直す５ヵ年計画）

■ 計画内容

（１）  容器包装廃棄物の排出見込量
（２）  容器包装廃棄物ごとの分別収集見込量
（３）  容器包装廃棄物の排出抑制及び分別収集

促進に向けた都の取組

⇒ 都内62区市町村が策定した分別収集計画における
分別収集見込量等をとりまとめるとともに、都として
の分別収集促進のための取組を示した計画
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一般家庭一般家庭

区市町村  分別収集・選別・保管  区市町村  分別収集・選別・保管

特定事業者
（容器の製造業者、容器包装を用いて中身商品を販売する事業者）

特定事業者
（容器の製造業者、容器包装を用いて中身商品を販売する事業者）

指定法人
（公財）日本容器包装リサイクル協会

指定法人
（公財）日本容器包装リサイクル協会

再商品化事業者再商品化事業者

引き取り

分別排出分別排出

引き取り

再商品化  
義務履行  
（委託）

再商品化委託

再商品化義務
履行（委託）

※ 特定事業  
者の回収方法  
を主務大臣  
が認定  

※ 特定事業  
者の回収方法  
を主務大臣  
が認定

※ ルート全  
体を主務大  
臣が認定  

※ ルート全  
体を主務大  
臣が認定

環境大臣が「容器包装廃棄  
物排出抑制推進員」を委嘱し、  
推進員は、消費者への指導･  
助言等を行う。

年間５０トン以上の容器包装  
を利用する小売業者に対し、  
排出抑制の取組状況の報告  
を義務付け、取組が著しく不  
十分な場合は勧告・公表･命  
令を行う。

質の高い分別収集により、再  
商品化費用が当初見込みを  
下回った場合

（再商品化見込費用－再商品化実  
費用）×1/2

の金額を区市町村に配分す  
る。

再商品化の義務を果たさない  
事業者に対する罰則
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《都道府県の役割》

○ 区市町村に対する技術的援助（法第6条第2項）

○ 国の施策に準じて、容器包装廃棄物の排出抑制
及び再商品化等を促進するために必要な措置を
講ずること（法第6条第3項）

○ 都道府県分別収集促進計画の策定（法第9条）

《家庭ごみ中の容器包装廃棄物の容積比》
（全国：平成23年度, 環境省調べ）
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【2006年法改正内容】
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